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農 地 改 革一 一日本農村の 「近代化」
『農地改革は,近 代 日本の基点 をなす明治維新変革における地租改正以来
の,農 地制度上の一大変革だといっていい。それは,… … 「前近代的」・「半
封建的」地主的土地所有制度 を,基 本的に解体 し,そ れに替 って自作農的土
ユラ
地所有制度 を創出 した』
農地改革 はた しかに,明 治いらいの地主制度の下 におけるs地 主 一小作の
人格的な隷属関係 を打破 して,日 本農村の 「近代化」 を遂行 した画期的な変
革であった。 しか しこの改革は,基 本的には日本が再び軍事的脅威になる道
を絶っことを目的にした米 占領軍の指揮の もとに行なわれた こと,そ の米占
領軍内部 をふ くめて,改 革の方針,構 想については激 しい議論があった こと,
しか も,こ の構想の評価 について も今 日にいたるまでなお深い意見の違いが
あることなど,き わめて複雑 な経緯 をたどってきた ものである。 したがって,
日本農村の 「近代化」を主題 とする本稿では,こ の複雑な経緯における必要
なかぎ りでの主要論点 をまず整理 してお くことにしたい。
周知のように農地改革ははじめ,日 本政府の主導のもとに立案 され,1945
年12月18日,第89帝国議会 において,「農地調整法改正法」の名で成立する。
いわゆる第1次 農地改革法である。その骨子は,① 不在地主所有の全小作地,
お よび在村地主所有の全国平均5町 歩 をこえる小作地 を,強 制譲渡方式 によ
り解放する,こ れにより全小作地260万町歩のうち約100万町歩が解放 される
一 自作農創設方式,② 従来の物納小作料の金納化,③ 地主の小作地取
上 げを市町村農地委員会の承認制 とす ることによる耕作権の確立,で あった。
しかしこの法案 は,当 初の原案から後退 した もので,在 村地主の保有面積が
3町歩か ら5町歩 に引きあげられてお り,そのため解放対象小作地が130万町
歩か ら90万町歩 に,また譲渡対象在村地主が10G万戸か ら10万戸 に減少 してお
り,国会論議の時点ですでに,地 主制度 をむ しろ温存 しようとするものでは
ないかなど強い批判 をまねいた ものであった。
同法案審議が難航 をきわめたすえ,よ うや く議会 を通過する直前の12月9
日,総 司令部の 「農地改革についての覚書」(いわゆる「農民解放の指令」)が日
本政府 に交付 されて,一 層徹底 した改革が求められるにいたった。以後約10
か月にわたる折衝のかたわら,対 日理事会で了承 されたイギ リス案を原型 と
す る総司令部 「勧告」が再 び発せ られ,こ れ を基礎 にした第2次 改革案(「自
作農創設特別措置法案」,「農地調整法改正法律案」)が翌46年10月に公布されるに
いたったのである。その要点は,① 在村地主の小作地保有限度 を内地平均1
町歩(北海道4町歩)と し,こ れにより全小作地の80%・200万町歩の解放が目
標 とされ,②第1次 改革が5年 としていた遂行期間 も2年 間 とされて,「自作
農創設」に止 まらず地主的土地所有の根底的な解体が求め られていたのであ
る。
ところで,国 務省内の研究グループの有力メンバーの1人 で,日 本の農業
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問題 にも造詣が深 く,占領軍の改革の方針に大 きな影響 を与えた とされるR.
Aフ ィー リーが,総司令部内で改革を担当 した とされるW .1.ラデジンスキー
と共に作成 したマ ッカーサー宛 「覚書」の 「添書」 には,『「農業の永続的な
抑圧 された状態」が軍の権力掌握 を助 けたこと,お よびこの状態が改革 され
なければ,将 来 も 「軍国的宣伝の恰好の地盤」 となると述べ,ま た東久遽内
閣 も幣原内閣 もこの事柄にはあまり注意 を払わないこと,そ れは 「支配階級
および金持階級」がいぜんとして改革の企図を阻止するのに成功 しているら
しいことの象徴であること,… …などが指搬 れていた』 といわれ2)。
この ような指摘や,さ きの 「農民解放の指令」など多 くの文書 は,第2次
農地改革の狙 いがなによりも日本の軍事的 ・経済的脅威の温床 を絶つことに
あ り,ま さにこの点で,農 村の伝統的指導力 を温存 したいという日本政府の
意図 と対立 していたことを明 らかにしているのである。
他方,第90帝国議会では,提 案 された 「自作農創設」方式 をめ ぐって,国
民党井出一太郎 と和 田農相 との間 に注 目すべ き論争が行なわれていた。井出
の主張はこうである。『自作農 というのは非常に保守的,消極的であるばあい
が多い。かつての農村恐慌 の時代におきまして,(赤字による家計圧迫を)人間
以下の生活をすることによってきりぬけた。……これがわが国農業の もつ弾
力性,抵 抗力であるというようにいわれ まして,農 業近代化への道が阻まれ
ておった……。自作農化一点張 りでいこうとすることが,か えって農村の民
主化 を妨げることに相成 りはせぬか,む しろこれは,耕 作権 を安定せ しめる
という方向への農業政策 をたてるべ きで はないか……』 と。 これに対 して和
田農相の答弁は次のようであった。 『…… とに角100万戸位の(規模大小さまざ
まの)不耕作地主が一方にあ り,片方 に400万の小作人があ り(相互に複雑な零
細地片の貸借関係がむすばれてい)ます ときに,……法律的にいかに土地の とり
あげを制限 しまして も9そ れが完壁におこなわれることはyな かなか困難で
ある……。そこには必ず経済的理由によ りまして,闇 小作料の発生 は免れな
い 。 そこで,や は り何 と致 しましてもこれは妥当なる価格 をもちま
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して小作人に土地を与え,… …小作人を自作農たらしめるということが,私
3}
は耕作権の確立の0つ の大 きな方法だ と思 う……』と。自作農主義か小作(借
地農)制度の合理化か。あ とでふたたび取 りあげるが,こ の点 はまさに農地改
革の評価 をめ ぐる重要な論点のひ とつで もあったのである。
さて,第2次 農地改革は1947年から1949年の短期間に強力に遂行 され,改
革前総耕地の46%を占めた小作地 は,こ れによってわずか10%に縮小 しsそ
れまでそれぞれ総農家の30%,20%をしめていた小作農,小 自作農は各5%
に減少 して,90%の農家が自らの耕地 を所有するにいたった(自小作農をふ く
む)。また,残 された小作地にっいて も小作料は金納化され,か つて生産物の
50%にもおよんだ小作料率 も,改 革後 には1～2%に 軽減 されたのである。
か くて,明 治いらいの地主的土地所有 を骨格 とする日本農村の社会構造 は根
幹から解体 され,こ れまで小作農民に地主への身分的隷属を強いて きた諸小
作慣行 などの物質的基礎 は,こ こに,ほ ぼ一掃 されるにいたった。
改革 はまた,こ れ まで農業生産力発展の重大な栓桔 となってきた地主的土
地所有の輔をとり払 うことによって,農 民の生産意欲 を高め,さ らに品種改
良,耕 地整理などの戦後食糧増産政策 とも相 まって,農 業生産力水準の画期
的上昇 をもたらした。1955年に1,200万トンの大豊作を達成 して以降,いわゆ
る 「連年豊作」を記録 し,い らい潜在生産力は1,300～1,400万トンと見 られ
るにいたったのである。
農業生産力の上昇は,い うまでもな く農民経営の商品経済化 を進めるもの
であったが,こ の過程は同時に,農 民相互の古い伝統的 ・家父長的 ・慣習的
な関係 を堀 りくず して,「新 しい型の農民」をつ くり出す過程で もあった。 そ
こでは,契 約的 ・貨幣的な関係が しだいに浸透 し,ひ ろがってい く。 この関
係 は又,普 遍的な価値関係 として,家 族やむらの壁 をつ き抜けて外の世界 に
っなが り,農民 はここに,画 期的な自己労働評価の契機 をつかむことになる。
わが国農村 はか くて,歴 史的な変化をはじめるであろう。農地改革 は,経 済
54国 際経営論集No.71994
的 には農民の高率小作料か らの解放 を,そ して社会的には農村社会関係の身
分的 ・家父長的関係か らの解放 を進 めたのである。
農地改革 は確かに,総 農家戸数600万戸の72%にあたる430万農家の小作地
を自作地化 して,地 主制 をほぼ一掃 した点で,ま ず一般的に高い歴史的評価
を受けたといえよう。
この改革のむ しろ主導者の立場 にあった連合 国最高司令官D .マッカーサ
ーは,改 革3周 年の吉田茂首相宛の書簡で,そ の成果 を称賛 してつぎのよう
に述べた。「本 日は,史上恐 らく最 も成果 を収 めた農地改革計画の発足 した第
三周年記念 日に当る。……貴国が錆沈 した人々の為 に示 した模範は既に広 く
認 められている。 日本が再 び国際社会に復活せん と努力 している折柄,こ の
業績 は日本が民主国家 として成熟期 に達せん としている最 も重要な.;左 と
なるものである。……農地改革の もた らす恵澤は,日 本の農村社会組織の永
久的部分 とならなければならない。農地改革以前に存在 した土地小作制度へ
段々逆 もどりするようなどんな可能 性も予め防止 されねばな らな高(1949,
10)と。
ち ょうど同じころ,ま った く違 う立場からではあるが,山 田盛太郎は,こ
の改革の 「画期的意義」 を 「正 に,革 命的である」 としてつぎの ように評価
していた。「今次の農地改革の画期的意義 は,地 主的土地所有の根幹 に触れ,
いわゆる『数世紀 に亙 る封建制の下に日本農民 を奴隷化 して きた経済的[i』
を破 り,か くして,一,軍 事的半封建的,日 本資本主義の基抵一 半封建的
土地所有=半 隷農的零細農耕 一 の構成 をその根源 において再編 し日本農業
を本格的農業への解放の道 を拓 き,二,瓦 解 した軍事的半封建的,日 本資本
主義の揚棄 としての,日 本経済再建の,新 しい基礎一 土地所有=農 業経営
の再編 を確立す るの方向を規定 していること,以上の二点 において,方
5)
向 を規定 す る点 にお いて,正 に,革 命 的であ る」と。(しか し山田はのちに,創
出された 「自作農的土地所有」は,す でにこの段階では零細農耕 として固定化 され
る,と 評価 を変 えている。)
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農地改革 によって遂行 された土地所有制度の変革について,山 田はこの よ
うに,0歩 ふみ込んで,こ の変革を起点 として今後展開するであろう日本農
業の方向をもふ くめて評価 しようとしたのに対 して,他 の意見の多 くは,こ
の改革による農村の 「近代化」,「民主化」に注 目するものであった。当時の
このような代表的な見解 を,次 に1つ あげてお こう。近代的勤労者 としての
農民の独立 と,こ れによって自家労力の評価の可能性 を与 えられた点に注目
した綿谷赴夫 は,農 地改革は地主制を掘 りくずす ことによって 「近代的勤労
者 としての農民の人格的独立 とこれにもとつ く正 しい自家労力の評価 とを可
能た らしめ……」,「勤労者 としての農民が,国 全体の一般的剰余価値率に相
当す るだけの労働条件 を確保できることは,農 業近代化の表式たる差額地代
表の重要な内容であった」,「農地改革 は,わ が国農業における差額地代表の
&)
本格的確立への,大 きな前進だった といわねばならない」,としていた。
さて他方,農 地改革の諸限界については,改 革当時から多 くの活発 な議論
が展開されて きたが,そ の主な論点 としては次のようなものが挙げられよう。
(1)改革の対象が まさに農地に限 られて,広 大な林野その他 に及ぼず,そ の後
の農民的蓄産業 ・林業などの日本農業展開の道 を封 じた こと,②分散錯綜耕
圃制のもとでの零細地片を,ほ とん どその まま小作農民の所有に移転するこ
とによって,農 民経営の一層の零細化をもた らした こと,(3)この ようなリリ
パ ット的自作農(「独立自営農民」)の創設によっては,日 本資本主義の現状の
もとでは,農 民経営の発展は望めず,む しろ,か つて農村の民主化 をはばん
7)
で きた農民の窮乏 をその ままひ き継 ぐこ とにな りはしないか,な どであった。
そ して以下 に見 る ご とく,そ の後 の 日本農業 ・農村 の展 開のなかで,と くに
後2者 は最 も困難 な課題 とな ったので ある。
ひろが る不耕作地 ・耕作放 棄地 農地の耕作権と所有権一
石川県口能登に位置する鹿島,鹿 西,鳥 屋な どの各町(い ずれも鹿島郡)
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は,同 県の伝統的な地場産業 として全国的にも高い生産 シェアをもつ織物業
の下請,孫 下請仕事が集中 している農村地域である。 ここでは,水稲単作農
家の恰好の兼業 として,「賃機」の形態 をとった賃労働が広 く浸透 してお り,
多 くの農家は一家総 ぐるみの形で これに就業 し,こ の一帯はあたかも自営兼
業の集積地のような外観 を呈 しているのである。かつて広 く知 られた 「八台
機屋」は,こ のような農家の典型的な姿であった。
かねてよ り一部では注 目されてきた石川県農家の高い兼業化率 は,な によ
りも,こ のような豊かな地域労働市場の展開によるところが大 きいであろう。
兵庫,京 都,滋 賀な どの近畿北部か ら,福 井i石 川,そ して新潟にいたる,
織物業ほか金物,漆 器,眼 鏡枠 など有数の地場産業地帯の農家兼業化 も,同
様の理由によるもの といえよう。 ところが,こ れ らの地域はまた同時 に,全
国的にみて も小作地率の とくに高い,し か も60年代以降いちじるしい上昇 を
みせた点で も共通性 をもっているのである(第1表)。この点 に注目した中野
一新は,こ れらの地域ではいずれ もまた,農 地価格が,農 業採算水準 をさほ
ど上 まわっていない点 を指摘 して,そ れが,農 地利用権 の流動,賃 貸借関係
の拡大 を許す ことにつなが り,小作関係 をひろげることになった とこれ を説
明 した。つまり,豊 かな地域労働市場の展開 とともに,た とえば大都市圏の
ような異常な農地価格の高騰が見 られない という2つ の事情が重 なっている
g}
ことが,活 発な農地利用権の流動 をもた らした としたのである。
高度成長以降の異常な地価高騰が,農 業の発展を阻げるきわめて大 きな要
因になっている関係 については,上 に もすでに見た ところであるが,そ れで
は,激 しい兼業化が,近 畿北部,北 陸一帯に とどまらず全国的に進 んでいる
今 日の事情 の中で,い ち じるしい高地価が重なった場合,農 地利用権の流動
はいかなる姿をとることになるか。一般 にそこでは流動は進 まず,不 耕作地
(休閑地)の 形成につなが るとみ られているのである。
第2表 によると,1980年の時点で 「過去1年 間に作付 しなかった田,畑 」
は全国でじつに合計18万4000ヘクタール,こ れに 「耕作放棄地」9万2000へ
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第1表 小作地率の推移の地域比較
(単位:%)
195519601965197019751980
都 府 県(1」 9.2 7.2 5.8 6.2 5.4 5.7
東 北 7.1 5.1 3.5 3.6 3.2 3.6
北 陸 8.6 7.1 5.8 6.8 6.6 7.7
北 関 東 11.2 9.0 7.4 7.4 6.3 6.0
南 関 東 i 9.2 7.1 6.9 5.2 4.6
東 山 g.s 7.6 6.0 6.5 s.o s.o
東 海 i 8.7 s.s 7.1 5.5 5.3
近 畿 11.4 9.3 7.9 8.9 7.4 7.2
{
南 部
北 部(2) 二 = =
7.9
11.8
6.3
10.9
5.5
×2.3
中 国 9.0 s.s 5.9 s.7 5.9 6.4
四 国 7.7 6.0 4.8 5.3 4.5 5.0
九 州 8.8 6.4 5.8 6.2 6.2 7.0
〈参考 〉
北 海 道 7.7 3.7 2.7 2.9 3.7 4.9
〔資料〕 農林 水産省 『農業 センサス』名年版。
〔注〕(1)沖 縄 県はのぞ く。
② 近畿北部 は,滋 賀 県の湖北 ・湖東 ・湖西地
方,京 都府 の中丹 ・丹後地方,兵 庫県の但
馬 ・丹波地 方。
〔出所〕 中野 一新 『資本 の土地支配 と現代 の農地 問題』
(注8)160ペー ジ。
クタール を加 える と小作地面積 を上 まわ る27万6000ヘクタール,総 耕地面積
9)
の4.5%にあたる面積である。これは文字 どお り,農地の空洞化i荒廃 とい う
べ きであろう。
農地改革 によって創出された広範な戦後 自作農は,か つての地主的土地所
有の くびきを脱 して,さ まざまの制約の下ではあれ,急 速に農業生産力 を高
め,短 期間にその生産力水準のいわゆる戦後段階を達成 して,生 活水準 をも
改善 させた。
しかし,改 革遂行の時点か らすでに指摘 され,戦 後農業発展の最 も大 きな
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e=となった零細農耕制 は,克 服 の展望 を見出 しえないばか りか,そ の矛盾
を一層深めているのが今 日の実情であるといえよう。60年代初頭か らの農家
兼業化・農民層分解の進展の中で,当 初,_..__.部兼業農家の耕地の上層農家へ
の所有権移転がみ られたが,そ れ も本格化するにいた らず,や がて,賃 貸借
による農地の流動が動 きはじめた。だがその実態はなお,機 械の償却 と労働
力の追加燃焼 を主 目的 とするいわゆる 「借 り足 し」的な(多 くの場合,経営耕
地にしめる小作地割合が3割 にみたないような)規模の借地にとどまるものであ
った。農基法い らい求めて きた大規模 な借地型経営の展開はみ られず,今 な
お,自 作農的土地所有が,わ が国農業の根幹をなしていると見 るのが妥当で
あ謬 。
第2表 不耕作地面積の地域比較("1年)
(単位:ha,%)
過去1年 間に作
付 しなかった 耕作放棄 不耕作地 不耕作
〈滲考〉
小作地
田(A) 畑(B)
地ω(C) (A+B+C} 地 率(2) 面 積
全 国 105,26479,07091,746 27fi,0805.9 262,694
東 北 is,ono13,1227,34fi 38,478 4.4 31,935
北 陸 8,13fi2,754 5,059 15,949 4.5 26,993
関 東 zo,59017,0149,669 47,273 7.0 3s,ss5
東 山 3,187 4,943 5,940 14,0?0 8.9 9,sos
東 海 11,046fi,9438,790 2fi,779 8.9 15,893
近畿麟 7,355
1,925
1,826
s3s
2,926
x,144
12,107
3,705
6.4
5.8
lo,322
7,906
中 国 11,5475.38 1,579 28,507 9.5 19,20fi
四 国 4,127 3,235 4,X70 11,732 6.5 9,120
九 州 14,35712,9fi311,925 39,245 fi.5 42,623
〈参考〉
北 海 道 4,7138,94221,fi92 35,347 3.fi 47,850
〔資料 〕 農林水産省 『1980年農 業 セ ンサ ス』。
〔注 〕(1)耕 作放棄地 は経営耕地 面積 にふ くまれ ない。
(2)経営耕地面積 に対 す る不耕作 地面積 の割合。
〔出所〕 第1表 に同 じ,171ペー ジ。
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はげしい地価高騰のなかで,農 地は,そ の生産手段 としての側面よ りも商
品 としての性質をいよいよ強められ,な によりもその資産価値の増大が期待
されることになる。そればか りでな く,農地 を貸 し出 した場合,耕 作権保障
によって"自 由"な土地所有(売買)が制約されることへの警戒か ら,や がて
は 「貸すより放置 した方がよい」 とい うことにさえなるのである。
農業の 「近代化」,「合理化」 とは何であろうか。戦後 日本農業の展開には,
はなはだ不合理な 「合理化」 を見ないわけにはいかないであろう。
農 家労働 力の流 出 農業生産基盤の崩壊
米の直接的消費市場にまで大 きな混乱 をまねいた昨年(1993年)の凶作 は,
記録的な冷夏,長 雨,そ して台風などまれにみる異常気象に原因があったこ
とは間違いない。 しか し,よ り基本的な原因は,こ のような異常気象に対 し
て,ほ とんど抵抗力 を発揮できなかった今 日の農業生産基盤の弱体化 にある
ことを見なければならないであろう。
梶井功 に よる12,最近 あるシ ンポジウムで1ま次 の ような報告が あ った とい
う。「作況指数の大変厳 しい環境 にあ りなが ら,完 熟たい肥の連用田(10アー
ル当り1トン)で地力窒素の発現 を十分 に考慮 した施肥管理によって,平 年に
近い10アー ル当 り500キログラムの高い収量 をあげている農家 もある」と。基
肥 を減 らし,生育状況 を見なが ら追肥で調節 してい くというのは,冷 害対応
施肥技術 として昔か らいわれてきたことだが,そ ういうことをキチンとやっ
た農家,あ るいは障害型冷害 に速効性のある深水灌概 をこまめにやった農家
は被害が軽かった というのである。農業白書 も指摘 したように 「今 回の冷害
において も,地域の気象,土 壌などの諸条件や水稲の生育に応 じて,基 本技
術の励行 を徹底 すること」がいかに重要かが示 されたのである。
12}
飯沼二郎 のい う ところ も,主 旨はこれ と同 じで あろ う。「1961年の農業基本
法制定以来,日 本農業 は急速 に滅 んで きた。殼物 自給率(食用 と飼料用を含む)
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は,1960年の83%が1990年には30%に激減」 した。 日本農業が滅んで きたの
は,伝統的な複合経営 を単品大量生産に切 り替 えて きたか らである。「私の五
十年に及ぶ 日本内外の農業の研究によってはっきりいえることは,伝統的な
農業に基づいて近代化(労 働能率の増進)を すれ ば,農 業 は必ず発展 し,逆
に,伝 統的な農業を否定 して近代化すれば,農業 は必ず滅 びるということで
ある。……米国 と違 って 日本の ような高温多湿地帯では,手 間を増やせば収
量 は目立って増 え,手 間を減 らせば収量は目立って減 る。だか ら,面積 を拡
大するよりも,作物 の種類 を増や し,手 間を増や して,同 時に多 くの作物 を
つ くる複合経営 を発展させてきたのである」。
農業に必要なのは,永 年にわたって培ってきた,土 と作物 を熟知 した丹念
な基本技術の励行 ということになるだろう。"過剰"な農家労働力 を農外にひ
き抜いて,あ とには機械 と化学肥料 を導入すればよい式の,無知で安易な「近
代化」農政が,冷 夏,長 雨にも対処で きないような生産基盤の弱体化 をまね
いた ということであろう。
農基法以降の 「合理主義」農政 は,化 学肥料,農 薬 の多投によって,自 然
的地力の回復 はもはや困難なほどに土壌 を破壊 し,他 方では分散錯綜耕圃制
ともいわれ る零細耕地 にむ りな機械化 を進めて,目 前の生産性向上の代償 と
して農業生産力の もっとも重要な基盤たる労働力 をも失わせたのである。そ
れは同時 に,農 村社会の崩壊 につながるものであることはいうまで もないで
あろう。
周知のように,戦 後高度成長期以降のわが国農村労働力の激 しい流出は,
60年代 には毎年80～90万人に ものぼり,1960年か ら1980年のわずか20年間に
農業就業人 口をじつに770万人減少させて,総 数1,300万人か ら530万人(当初
の40%)にまで減少 させるにいたった。第3表 によると,この流出は次のよう
な特徴 をもっていた。その第1は,上 にみたようにやはり何 よ りも流出の全
体的な規模の大 きさであろう。第2は,流 出形態別で見た場合,転 出(離村)
に対 して 「通勤」形態(兼 業化)が 終始年に400万人台 を維持 し,前 職別で大
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きな比重 を示 している農業前職者 とともに労働力流出の大 きさを示 している
こと,第3に,農 家の基幹労働力 としての青壮年層,あ とつぎのはげしい流
出であろう。
こうした労働力流出の結果 もた らされた農家労働力構成の弱体化 は驚 くべ
第3表 農家世帯員の他産業への就職動向(単 位:1,000人)
年 次 19631965 197a 1975 1979
総 数 933.850.2792.9567.8474.6
流形 転 出 439.2410.532.5 167.8114.2
態
出別 通 勤 494.6439.7480.8
400.2360.4
計 r: 438.8395.9268.8228.7
男 20歳未満 307.2292.2240.5139.7113.4
性
子 20-34歳 130.0・ 83.966.378.3
別 35歳以上 71.257.571.3s3.o3fi.9
隼 計 425.4411.5397.5299.1246.0
齢
別
女
子
20歳未 満
20-34歳
312.9
77.7
315.8
65.6
249.8
86.3
155.7
76.2
125.9
78.3
35歳以上 34.8 30.2 61.4 fi7.541.8
世地 世 帯 主 it 59.6 s7.1 55.5 32.9
董位
の別
あ と っ ぎ
そ の 他 の 家 族
186.0
669.0
157.8
632.8
158.6
5fi7.2
117.0
395.3
109.7
332.0
主 として農業に従事 していた もの 247.3172.9205.0145.076.1
前 う ち 男 子 163.9111.0112.177.3 43.5
職
別 主 としてその他の自営業に従事 34.5Zs.S22.0
・ ・ 11.3
家 事 そ の 他 652.0650.95ss.o404.0387.3
建 設 業 94.4 81.4 80.676.1 58.2
就
業
産
製 造 業
卸 小 売 ・金 融 ・不 動 産 業
400.0
159.2
349.1
158.9
349.3
143.4
183.6
129.2
134.0
105.4
業
別 運 輸 通 信 公 益 事 業
サ ー ビ ス 業
62.1
140.4
56.6
×39.3
44.6
120.6
27.5
107.4
27.8
112.1
〔資料〕 農林 水産 省 『農家就業動向調査』。
〔出所〕 井上 和衛 「農民層分解 と農村住民」(『日本資本 主義 と農業 ・農民』〈講座今 日の
日本資本主義8>大 月書 店,1982,所収)189ペー ジ。
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き もの となった。第1図 に示 され るよ うに,1989年時点 で基幹男子農業 専従
者(59歳以下の男子農業専従者)の い る農家 は,わ ず かに70万戸 ,420万農家全
体 の16.7%にまで減少 した。 これ を1兼 農 家だ けについてみ る と,な お61%
を維持 してい る ものの,II兼農家 の場合 はわず かに3.9%とい うほ とん ど壊滅
状 態で あ り,こ の層 は もはや農家 の実質 を失 ってい るこ とを示 している。専
第1図 基幹男子農業専従者のいる農家の分布の概念図(1989年)
38.7
603-Tう」574『Fア 了
14.4%13 .7%
全 農 家
4,194千戸
(100%}
234千戸351千 戸117千 戸
33.3%50.0%16 .7%
基幹男子農業専
従者のいる農家
XO2=1000
3,016『F声ゴ
71.9%
3.9
〔資料〕 「農業調査」。
〔注〕 自立経 営農 家 は,全 農 家 の5。1%と推 算 され る。(63年度 「農家 経 済調 査」 よ
り)。
〔出所〕 井上和衛 「兼業 農家の動向」(東井正 美,暉 峻衆 三,常 盤政治,久 野重明編著 『日
本経済 と農業問題』 ミネルヴ ァ書房,1991,所収)203ペー ジ。
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業農家層の場合 は39%で1兼農家 よりむしろ弱体であるが,こ れは,兼 業 に
従事 した くて もできないような,いわば とり残 された高齢専業農家(あとつぎ
などの離農後に残された,高齢者のみの農家)の比重が大 きくなっているため と
思われる。総数420万戸の農家の うち,その83%が基幹男子農業専従者を欠 く
というこの実情 は,ま さに今 日の日本農業の崩壊ぶ りを示す ものであろう。
1988年の時点におけるこのように弱体化 したII兼農家の,わ が国の農業生
産に占めるシェアを示 したのが第4表 である。 これによる と水田稲作にっい
ては,経 営耕地面積,農 業粗生産額のいずれ について も57%という大 きな比
重をもって,そ の過半 を背負っていることがわかる。 ところが同時に,こ の
II兼農家の96%をしめる 「基幹男子農業専従者のいない農家」の生産性は,
第4表 専兼業別農家の生産シェア(単 位:%)
専業農家 1兼農家 II兼農家
197519881975198819751988
農 家 戸 数 13.514.4Zo.S13.766.071.9
経営耕地面積 25 26 35 28 40 46
う ち 田 18 15 37 28 45 57
普 通 畑 37 35 30 32 33 33
樹 園 地 25 25 30 Zs 45 49
借 入 地 24 30 S 33 38 37
農業就業者 22 24 34 28 44 48
うち農業専従者 34 30 41 39 25 31
農業固定資本額 Zs 26 35 34 39 44
農業粗生産額 28 28 42 39 30 33
う ち 稲 18 14 39 29 43 57
露地野菜 33 29 40 40 27 31
果 樹 32 29 37 3s 31 35
養 蚕 23 23 3s 33 41 44
〔資料〕 農林水産省 「農業 セ ンサ ス」,「農業調査」,「農家経済調
査 」。
〔出所)第1図 に同 じ,202ペー ジ。
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第2図 農業労働力保有状態別農家の農業生産性
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〔資料〕 農林水産省 「農家経済調査」。
〔注〕1.(A)e基幹男子農業専従者のいる農家
(B)=農業専従者のいない農家
2.労働生産性駕自家農業投下労働10時間当り農業純生産
3.土地生産性=経営耕地10a当り農業純生産
4.農業純生産=農業粗収益一物財費(農業生産による付加価値)
〔出所〕 第1図 に同じ。
第2図 にみ られ るよ うに,「基幹男子農業専従者 の いる農家」に比 べて いち じ
る し く低位 で,し か も両者 の格差 はい よい よ拡大 す る傾 向 をみせ てい るので
あ る。 さ きにみた1993年の米 凶作 の背後 には,こ の米の生産 の大半 を支 えて
い るII兼農 家の この ように脆弱 な労働力構造 が ある とい う実態 に も十分注 目
す るこ とが必 要で あろ う。
(1994.5.27}
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